
 公庫等のセーフティネット貸付の利用要件緩和
※ 関税措置による影響拡大等が見込まれる場合、状況をよく見極め
た上で、５月以降適切なタイミングから、外的要因で業況悪化を
来している事業者への金利引下げの対象拡大の実施を検討

 公庫等のオンライン手続の周知・広報等により、融資申込から送金ま
での手続を迅速化

 影響を受ける業種へのセーフティネット保証制度の適用や資本性劣後
ローンの活用促進により、民間金融機関による支援を拡大

 官民金融機関に対し、相談窓口の設置・運営等も通じた事業者の状況
把握や、既往債務の返済猶予や条件変更等を含めたより一層のきめ細
やかな資金繰り支援の徹底を要請。貸付条件の変更状況等に係る報告
徴求・公表の頻度を強化

 金融庁での専用相談ダイヤルの早急な開設
 国際協力銀行の融資を通じた日本企業の海外事業支援
 日本貿易保険を通じて、資金繰りの悪化した海外子会社に対する運転
資金の融資等に対して保険を付保。関税措置に起因する損失が保険金
支払事由と認められる場合は輸出保険でカバー

 「ミカタプロジェクト」の強力な推進
 中堅・中小の自動車部品サプライヤーに対する経営アドバイスや
施策紹介、新事業への進出等に向けた設備導入や省力化投資への
補助などの支援

 今後の関税措置による影響を精査した上で、必要に応じて、自動
車部品サプライヤー以外の業種に対する伴走支援を拡充

 ６年度補正予算に盛り込んだ重点支援地方交付金を活用した電力・ガ
ス料金の支援

 納税猶予の柔軟な運用

 以下の施策により、雇用の不安定化を防ぐとともに、リ・スキリング
の推進等により構造転換期における労働移動を適切に支援
 全国の労働局・ハローワーク等における丁寧な相談対応
 雇用調整助成金等の雇用関係の助成金の手続の迅速化・活用促進に
より、短時間勤務や研修制度と併せた柔軟な支援を実施

※ 今後の雇用の状況をよく把握し、必要が生じた場合には、適用要
件の緩和など迅速な支援が受けられる措置を検討

 教育訓練給付の給付率引上げ（６年10月）
 教育訓練休暇給付金の創設（７年10月）
 教育訓練給付や中小・中堅企業への訓練経費等の助成の充実・活用

 ６年度補正予算や７年度予算に盛り込んだ施策の柔軟かつ早期の執行。
以下の多面的な政策を通じ家計の可処分所得を拡大
 1.2兆円の所得税減税や大学生年代の子の特定扶養控除の年収要件
の引上げ

 世帯当たり３万円の低所得者世帯への給付措置
 重点支援地方交付金を活用した地域商品券などの消費下支え、観光
需要喚起策（「地域観光魅力向上キャンペーン」等）の展開

 ７年度から拡充した高校・大学の無償化や育児休業給付等による教
育・育児費用の軽減

 住宅購入等支援（子育てグリーン住宅支援事業） 等
※ 自動車関税による影響を見極め、必要に応じ国内需要対策のため
の効果的な施策を講ずることを検討

 関税措置が我が国の物価等に与える影響が不透明であることを踏まえ、
以下のように物価高対策にも万全を期す
 夏まで毎月、政府備蓄米の売渡しを実施。必要ならば、更なる対応
策を躊躇なく講ずることができるよう検討

 「ガソリンの暫定税率」について結論を得て実施するまでの間、現
行の燃料油価格激変緩和対策事業を組み直し、定額の引下げ措置
（ガソリン・軽油10円、重油・灯油５円、航空機燃料４円）を５月
22日から段階的に実施

 電力使用量の増加する７・８・９月の３か月について、電気・ガス
料金支援を実施（５月中に詳細決定）

＜重点分野（半導体・蓄電池・医薬品・農産品等）＞
 国内投資や輸出を促進する補助制度・戦略分野国内生産促進税制や、
経済安全保障分野での研究開発税制を活用し、戦略産業の育成を推
進

 ＡＩ・半導体産業基盤強化フレームに基づき、先端・次世代半導体
の国内生産拠点の整備や研究開発支援を着実に実施

＜ＧＸ分野＞
 以下の施策により、脱炭素化とエネルギー供給の強靱化を図りつつ、
国内におけるＧＸ投資を促進
 鉄鋼分野等の多排出製造業の大規模製造プロセス転換の推進
 蓄電池・ペロブスカイト太陽電池、浮体式洋上風力などの国内製
造サプライチェーン構築、企業の省エネ設備投資・省エネ診断の
推進

 大企業等と連携したスタートアップの実用化投資の推進
 再エネ・原子力の最大限の活用に向けた投資等の着実な推進 等

＜医薬品分野＞
 創薬エコシステムの構築を進め、優れた創薬シーズを基にしたス
タートアップの創出を促進し、革新的新薬を生み出すための民間投
資を呼び込む体制を強化

 バイオ医薬品等の国内製造体制の整備を推進
＜中小企業支援＞
 下請法等改正法案の早期成立による価格転嫁対策の徹底
 関税措置による影響を受ける中小企業に対し、「ものづくり補助
金」や「新事業進出補助金」その他の中小企業の生産性向上に係る
より幅広い補助金においても優先採択を実施

＜農林水産分野＞
 関税措置による影響を受ける農林水産事業者・食品事業者等に対し
て、新たな基本計画に基づく施策の方向性を踏まえ、生産体系等の
転換に係る支援における優先採択を実施

＜多角化・新規販路開拓＞
 多角化や新規販路開拓（６年度補正予算等に盛り込んだグローバル
サウス諸国における実証事業等への支援、ＪＥＴＲＯ等を通じた中
堅・中小企業の海外展開支援、農林水産事業者・食品事業者等の輸
出支援）を通じ、事業の多角化や代替市場の獲得を促進

米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ（案） 概要

米国の関税措置が、相互関税の一部につき適用を一時停止したとはいえ、自動車産業を始めとする我が国の産業・経済、そして、世界経済に大きな影響を及
ぼしかねないことに変わりはない。
引き続き、一連の関税措置の見直しを強く求めるとともに、国内産業・経済への影響を把握・分析しつつ、資金繰り支援など必要な支援に万全を期す。
米国との協議の状況や、関税措置による輸出産業、関連する中小企業や地域経済、さらには国民生活への影響をよく注視し、躊躇なく追加的に必要な対応を
行っていく。

基本方針

緊急対応策

（２）影響を受ける企業への資金繰りを
始めとした支援の強化

 ＪＥＴＲＯに加えて日本政策金融公庫等（以下「公庫等」という。）
など全国約1,000か所に特別相談窓口を設置し、事業者の相談にきめ
細かく対応

 プッシュ型の支援ができるよう省庁の地方支分部局や関連団体に相談
窓口等の体制を整備

 ホームページ等を通じた正確、迅速かつ丁寧な情報提供

（３）雇用維持と人材育成（１）相談体制の整備

令和７年４月25日
米国の関税措置に関する総合対策本部

（４）国内消費喚起策の強化と
国民の暮らしの下支え

（５）産業構造の転換と競争力強化

資料１
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米国関税措置を受けた緊急対応パッケージ（案） 
 

令和７年４月25日 

米国の関税措置に関する総合対策本部決定案 
 

１．基本方針 
 

米国の関税措置が、相互関税の一部につき適用を一時停止したとはいえ、

自動車産業を始めとする我が国の産業・経済、そして、世界経済に大きな

影響を及ぼしかねないことに変わりはない。引き続き、一連の関税措置の

見直しを強く求めるとともに、国内産業・経済への影響を把握・分析しつ

つ、資金繰り支援など必要な支援に万全を期す。 

米国との協議の状況や、関税措置による輸出産業、関連する中小企業や

地域経済、さらには国民生活への影響をよく注視し、躊躇
ちゅうちょ

なく追加的に

必要な対応を行っていく。 
 

２．緊急対応策 
 

（１）相談体制の整備 
 

自動車に対する追加関税が発効された４月３日の当日に、日本貿易振

興機構（ＪＥＴＲＯ）に加えて日本政策金融公庫等など全国約 1,000 か

所に特別相談窓口を設置しており、事業者からの相談にきめ細かく対応

している 1。日々状況が変化する中、特に不安が募る中小企業の声に耳を

傾け、事務的ではなく、寄り添った対応をしていく。くわえて、今後の

状況の変化に応じ、プッシュ型の支援ができるよう省庁の地方支分部局

や関連団体に相談窓口等の体制を整えていく。 

また、ホームページ等を通じ、国民に正確、迅速かつ丁寧な情報提供

を行っていく。 
 

【令和６年度補正予算・令和７年度予算等の関連施策】 

・日本政策金融公庫等による特別相談窓口の設置（内閣府・財務省・厚生労働省・経済産

業省） 

・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（経済産業省）   

等 

 
1 ほかにも、農政局等の食品輸出の一元的相談窓口（農林水産省所管）などで対応に当たっ

ている。 

資料１ 
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（２）影響を受ける企業への資金繰りを始めとした支援の強化 
 

関税措置により輸出が停滞又は取引条件が悪化する企業、特に中堅・

中小企業への金融支援を強化する。取り分け影響の大きい中小企業への

資金繰り支援として、日本政策金融公庫等のセーフティネット貸付につ

いて、今般の関税措置による影響の拡大や長期化が見込まれる場合には、

既に取り組んでいる利用要件緩和に加え、外的要因により業況悪化を来

している事業者に適用している金利引下げ措置の対象拡大について、状

況をよく見極めた上で、５月以降適切なタイミングからの実施を検討す

る。さらに、関税措置の影響を受ける業種に対するセーフティネット保

証制度の適用や資本性劣後ローンの活用促進により、民間金融機関によ

る支援拡大につなげるなど、資金繰り支援に万全を期す。また、融資申

込みから送金までの手続の迅速化を図るべくオンライン手続を周知・広

報する等の対応を取る。くわえて、相談窓口の設置・運営等も通じた事

業者の状況把握や、既往債務に係る返済猶予や条件変更等を含めたより

一層のきめ細やかな資金繰り支援の徹底を官民金融機関に要請するとと

もに、貸付条件の変更等の状況に係る報告徴求・公表の頻度の強化や、

金融庁での専用相談ダイヤルの早急な開設を行う。 

国際的な取引についても、国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による融資を通

じて日本企業の海外事業を支援するとともに、日本貿易保険を通じて、

資金繰りの悪化した海外子会社に対する運転資金の融資等に対して保険

の付保を行うほか、関税措置に起因する損失が保険金支払事由と認めら

れる場合に輸出保険でカバーするなど機動的に対応する。 

「ミカタプロジェクト」を強力に推進し、中堅・中小の自動車部品サ

プライヤーに対する経営アドバイスや施策紹介などを行うとともに、新

事業への進出等に向けた設備導入や省力化投資への補助などの支援に円

滑につなげる。さらに、今後の関税措置による影響を精査した上で、中

小企業が抱える様々な経営課題に対応する相談体制や伴走支援の枠組み

も活用しつつ、必要な予算を確保しながら、必要に応じて、自動車部品

サプライヤー以外の業種に対する伴走支援を拡充し、適切な支援につな

げる。 

これらの措置に加え、納税猶予の柔軟な運用や令和６年度補正予算に

盛り込んだ重点支援地方交付金を活用した電力・ガス料金の支援なども

含め、事業継続を下支えする支援策を整備する。 
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【令和６年度補正予算・令和７年度予算等の関連施策】 

・日本政策金融公庫等による貸付けや信用保証協会による信用保証を通じた資金繰り支援

（内閣府・財務省・厚生労働省・経済産業省） 

・きめ細やかな資金繰り支援徹底の要請、貸付条件変更等に係る報告徴求・公表の頻度強

化、金融庁相談ダイヤル開設（金融庁・財務省） 

・国際協力銀行（ＪＢＩＣ）による関税措置の影響を受けた日本企業の海外事業支援（財

務省） 

・日本貿易保険による関税措置の影響を受けた日本企業に対する保険提供（経済産業省） 

・ミカタプロジェクト（経済産業省） 

・中小企業・小規模事業者ワンストップ総合支援事業（経済産業省）＜再掲＞ 

・重点支援地方交付金（推奨事業メニュー）（内閣府） 

等 

 

（３）雇用維持と人材育成 
 

生産調整や減産によって雇用が不安定化することを防ぐため、全国の

労働局・ハローワーク等における丁寧な相談対応を行うとともに、雇用

調整助成金を始めとした雇用関係助成金の手続の迅速化・活用促進によ

り、短時間勤務や研修制度と併せた柔軟な支援を行う。また、今後の雇

用の状況をよく把握した上で、必要が生じた場合には、適用要件の緩和

など迅速な支援が受けられる措置を検討する。 

リ・スキリングを推進するため、昨年成立した改正雇用保険法に基づ

き、教育訓練給付について、令和６年 10月の給付率引上げと併せ、令和

７年 10月には教育訓練休暇給付金を創設する。また、教育訓練給付や職

務に関連した専門的な知識・技能を習得させるための中小・中堅企業へ

の訓練経費等の助成の充実・活用を図ることで、構造転換期における労

働移動を適切に支援する。 
 

【令和６年度補正予算・令和７年度予算等の関連施策】 

・全国の労働局・ハローワーク等における丁寧な相談対応（厚生労働省） 

・雇用関係助成金の手続の迅速化・活用促進（厚生労働省） 

・教育訓練給付金の給付率の上限の引上げ（厚生労働省） 

・教育訓練休暇給付金の創設等による、経済社会の変化に対応した労働者個々人の学び・

学び直しの支援の促進（厚生労働省） 

・訓練ニーズの変化等を踏まえた教育訓練給付の指定講座の拡大（厚生労働省） 

・公的職業訓練や事業主等が雇用する労働者に対して職業訓練等を実施した場合の助成に

よる人材育成の推進（厚生労働省） 

等 
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（４）国内消費喚起策の強化と国民の暮らしの下支え 
 

昨年の経済対策に基づく令和６年度補正予算や、令和７年度予算に盛

り込んだ施策について、今般の関税措置という新たな状況も踏まえ、従

来の計画にとらわれず、柔軟かつ早期の執行に取り組む。特に、世帯当

たり３万円の低所得者世帯への給付措置、住宅購入等支援（子育てグリ

ーン住宅支援事業）、重点支援地方交付金を活用した地域商品券などの

消費下支え、観光需要喚起策（「地域観光魅力向上キャンペーン」等）

の展開、令和７年度から拡充した高校・大学の無償化や育児休業給付等

による教育・育児費用の軽減、令和７年度税制改正に盛り込んだ 1.2 兆

円の所得税減税や大学生年代の子の特定扶養控除の年収要件の引上げな

ど、多面的な政策を通じて、家計の可処分所得を拡大する。 

自動車関税による影響を見極めた上で、必要に応じ国内需要対策のた

めの効果的な施策を講ずることを検討する。 

また、今回の関税措置が我が国の物価等に与える影響が不透明である

ことを踏まえ、物価高対策にも万全を期す。 

米については、安定的な供給を通じて上昇した価格を落ち着かせるた

め、第３回の政府備蓄米の放出に続き、この夏の端境期まで、切れ目な

く政府備蓄米が供給されるよう、夏まで毎月、政府備蓄米の売渡しを実

施する。必要ならば、更なる対応策を 躊躇
ちゅうちょ

なく講ずることができるよ

う、検討する。 

ガソリン等については、いわゆる「ガソリンの暫定税率」について結

論を得て実施するまでの間、足元の物価高にも対応する観点から、現行

の燃料油価格激変緩和対策事業を組み直し、定額の引下げ措置を、１か

月程度の周知期間を経た上で、５月 22日から実施する 2。 

同様に、足元の物価高に対応する観点から、暑くなる夏への対応とし

て、電力使用量の増加する７・８・９月の３か月について、電気・ガス

料金支援を実施する 3。 

 
2 定額の引下げ幅については、すぐに使える基金を活用し速やかに実施することや、足元の

物価高にも対応する観点を踏まえ、旧暫定税率が課されているガソリン・軽油については

10 円、旧暫定税率が課されていない重油・灯油については５円、航空機燃料については４

円とする。定額支援への移行時において、補助後の市場価格の変動が大きくなるおそれが

ある場合は、流通の混乱が生じないよう、１回あたりの変動幅を最大５円程度に抑えなが

ら段階的に移行する。 
3 その具体的な内容について、今後の燃料価格や電気料金の動向などを見極めた上で、５月

中に決定する。 
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【令和６年度補正予算・令和７年度予算等の関連施策】 

・重点支援地方交付金（低所得者世帯給付金・推奨事業メニュー）（内閣府）＜再掲＞ 

・子育てグリーン住宅支援事業（国土交通省・環境省） 

・地域観光魅力向上事業（国土交通省） 

・戦略的な訪日プロモーション（国土交通省） 

・高等教育の無償化（多子世帯対象）（こども家庭庁） 

・高校無償化の先行実施（文部科学省） 

・高校生等奨学給付金の拡充（文部科学省） 

・児童手当及び児童扶養手当の拡充の着実な実施（こども家庭庁） 

・育児休業給付の拡充（出生後休業支援給付及び育児時短就業給付の創設）（厚生労働省） 

・基礎控除の引上げ等の所得税等の減税（財務省・総務省） 

・大学生年代の子等を対象とする特定親族特別控除の創設（財務省・総務省） 

・政府備蓄米の売渡し（農林水産省） 

・燃料油価格定額引下げ措置（経済産業省） 

・電気・ガス料金負担軽減支援事業（経済産業省） 

                                        等 

 

（５）産業構造の転換と競争力強化 
 

今般の関税措置を契機に、中長期の視点に立ち、国内回帰投資の推進、

サプライチェーンの再構築、輸出市場の多角化や新たな販路開拓を加速

させる。重点分野（半導体・蓄電池・医薬品・農産品等）における国内

投資や輸出を促進する補助制度・戦略分野国内生産促進税制や、経済安

全保障分野での研究開発税制を活用し、戦略産業の育成を推進する。 

具体的には、ＡＩ・半導体産業基盤強化フレームに基づき、先端・次

世代半導体の国内生産拠点の整備や研究開発支援を着実に実施すること

により、国内のＡＩ・半導体産業を育成し、地域経済の大きな牽
けん

引役と

する。 

また、ＧＸ分野について、鉄鋼分野等の多排出製造業の大規模製造プ

ロセス転換や、蓄電池・ペロブスカイト太陽電池、浮体式洋上風力など

の国内製造サプライチェーン構築、企業の省エネ設備投資・省エネ診断、

大企業等と連携したスタートアップの実用化投資等を進めるとともに、

再生可能エネルギー・原子力の最大限の活用に向けた投資等を着実に推

進することなどにより、脱炭素化とエネルギー供給の強靱化を図りつつ、

国内におけるＧＸ投資を促進する。 

医薬品分野については、日本を「創薬の地」とするための創薬エコシ
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ステムの構築を進め、優れた創薬シーズを基にしたスタートアップの創

出を促進し、革新的新薬を生み出すための民間投資を呼び込む体制を強

化するとともに、バイオ医薬品等の国内製造体制の整備を推進する。な

お、医薬品の輸入動向について注視する。 

多くの中小企業が人手不足や物価高などの課題に直面し、さらに、今

般の関税措置により経営の不確実性が高まっている中、中小企業の賃上

げ原資の確保・拡大を後押しするため、価格転嫁の徹底や生産性向上に

係る各種支援を行う。特に、中小企業の賃上げを定着させていくために、

その原資の確保に必要不可欠な価格転嫁対策を徹底するため、今国会に

提出している下請法等改正法案の早期成立に向けて着実に取り組む。そ

の上で、今般の関税措置による影響を受ける中小企業に対して、既に優

先採択を行うこととしている「ものづくり補助金」や「新事業進出補助

金」に加え、中小企業の生産性向上に係るより幅広い補助金においても

優先採択を行う。 

また、農林水産分野については、新たな「食料・農業・農村基本計画」

（令和７年４月 11日閣議決定）に基づく施策の方向性を踏まえつつ、今

般の関税措置による影響を受ける農林水産事業者・食品事業者等に対し

ても、生産体系等の転換に係る支援における優先採択を行う。 

令和６年度補正予算等に盛り込んだグローバルサウス諸国における実

証事業等への支援、ＪＥＴＲＯなどを通じた中堅・中小企業の海外展開

支援や農林水産事業者・食品事業者等の輸出支援により、多角化や新規

販路開拓を通じて、事業の多角化や代替市場の獲得を促進する。 
 
【令和６年度補正予算・令和７年度予算等の関連施策】 

・先端半導体の国内生産拠点の確保や重要物資の安定供給のためのサプライチェーン強靱

化支援などＡＩ・半導体産業基盤強化フレームに基づく支援（経済産業省） 

・「ＧＸ２０４０ビジョン」等を踏まえた、国内におけるＧＸ分野の投資促進（経済産業

省・環境省） 

・省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金、省エネルギー投資促進支援事

業費補助金（経済産業省） 

・中小企業等エネルギー利用最適化推進事業（経済産業省） 

・新しい地方経済・生活環境創生交付金（内閣府） 

・創薬エコシステム発展支援事業（厚生労働省） 

・創薬クラスターキャンパス整備事業（厚生労働省） 

・バイオ後続品の国内製造施設整備のための支援事業（厚生労働省） 

・中小企業取引対策事業（経済産業省） 

・中小企業生産性革命推進事業（経済産業省） 
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・中小企業新事業進出促進事業（経済産業省） 

・グローバルサウス未来志向型共創等事業（経済産業省） 

・安全性・信頼性を確保したデジタルインフラの海外展開支援事業（総務省） 

・地域経済の成長につながる海外展開支援事業（経済産業省） 

・認定品目団体によるオールジャパンでの輸出力強化（農林水産省） 

・国際的な認証の取得支援による輸出環境整備（農林水産省） 

・食品産業の輸出向けＨＡＣＣＰ等対応施設整備（農林水産省） 

・グローバル産地づくりの推進（農林水産省） 

・ＪＥＴＲＯによる戦略的輸出拡大サポート（農林水産省） 

・輸出支援プラットフォームによる輸出支援体制の強化（農林水産省）   

                                       等 
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